
改 正 前 改 正 後

京都大学公開講座等企画委員会要項
（平成１８年１２月２５日総長裁定）

（前 略）
第３ 委員会は、次の各号に掲げる委員で組 第３ 委員会は、次の各号に掲げる委員で組

織する。 織する。
( ) 総務担当の理事（以下「担当理事」と ( ) 総務担当の理事（以下「担当理事」と1 1

いう ） いう ）。 。
( ) 本学の専任の教授 ８名 ( ) 本学の専任の教授 ８名2 2
( ) 総務部長 ( ) 企画部長3 3
( ) その他総長が必要と認める者 若干名 ( ) その他総長が必要と認める者 若干名4 4

（同 左）
２ ２

（略）
３ ３

（中 略）
第６ 委員会に関する事務は、総務部社会連 第６ 委員会に関する事務は、企画部社会連

携推進課において処理する。 携推進課において処理する。
（後 略）

京都大学アカデミックパートナーズプ
ログラム管理運営委員会要項

（平成１７年９月１３日総長裁定）
（委員） （委員）

第３ 委員会は、次の各号に掲げる委員で組 第３
織する。

（同 左）( ) ( )1 1
( ) ( )2 2

（略）
( ) ( )3 3
( ) ( )4 4
( ) 総務部長、財務部長及び学生部長 ( ) 企画部長、財務部長及び学生部長5 5
( ) ( )6 6
( ) ( )7 7

２ （略） ２ （同 左）
３ ３
第４ 第４

（事務担当） （事務担当）
第５ 委員会に関する事務は、関係部局の協 第５ 委員会に関する事務は、関係部局の協

力を得て総務部社会連携推進課において処 力を得て企画部社会連携推進課において処
理する。 理する。
（後 略）

教育制度委員会規程
（平成１６年６月１５日総長裁定）

（前 略）
第３条 委員会は、次の各号に掲げる委員で 第３条

（同 左）組織する。
( ) ( )1 1（略）
( ) ( )2 2
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( ) 学生部長 ( ) 教育推進部長3 3
( ) ( )4 4

（略） （同 左）２ ２
３ ３
４ ４

（中 略）
第８条 委員会に関する事務は、学生部教務 第８条 委員会に関する事務は、教育推進部

課において処理する。 教務企画課において処理する。
（後 略）

京都大学教職教育委員会要項
（昭和５９年１月３１日総長裁定）

（前 略）
第３ 委員会は、次の各号に掲げる委員で組 第３

（同 左）織する。
( ) 教育学研究科長 ( )1 1
( ) 研究科の教授 各１名 ( )2 2
( ) その他総長が必要と認める教授又は助 ( ) その他総長が必要と認める教授又は准3 3

教授 若干名 教授 若干名

（略） （同 左）２ ２
３ ３

（中 略）
第７ 委員会に幹事を置き、学生部教務課長 第７ 委員会に幹事を置き、教育推進部教務

及び教育学研究科事務部事務長をもつて充 企画課長及び教育学研究科事務部事務長を
てる。 もつて充てる。

第８ 委員会に関する事務は、学生部教務課 第８ 委員会に関する事務は、教育推進部教
において処理する。 務企画課において処理する。
（後 略）

京都大学教務事務電算管理運営委員会
要項

（平成元年１月２５日総長裁定）
（前 略）

第３ 委員会は、次の各号に掲げる委員で組 第３ （同 左）
織する。
( ) 各研究科の専任の教授、助教授又は講 ( ) 各研究科の専任の教授、准教授又は講1 1

師各１名 師各１名
( ) 高等教育研究開発推進機構の推薦する ( ) 高等教育研究開発推進機構の推薦する2 2

教授、助教授又は講師１名 教授、准教授又は講師１名
( ) 学生部長及び情報環境部長 ( ) 教育推進部長及び情報環境部長3 3

（略） （同 左）
２ ２
３ ３

（後 略）
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京都大学社会貢献推進検討委員会要項
（平成１４年１０月２２日総長裁定）

（前 略）
第３ 委員会は、次の各号に掲げる委員で組 第３

（同 左）織する。
( ) ( )1 1（略）
( ) ( )2 2
( ) 研究科の教授又は助教授 ６名 ( ) 研究科の教授又は准教授 ６名3 3
( ) 研究所及びセンターの教授又は助教授 ( ) 研究所及びセンターの教授又は准教授4 4

２名 ２名
( ) 附属図書館長 ( ) 附属図書館長5 5
( ) 学生部長 ( ) 教育推進部長6 6
( ) ( )7 7

２ （略） ２ （同 左）
３ ３

（中 略）
第６ 委員会に関する事務は、学生部教務課 第６ 委員会に関する事務は、教育推進部教

において処理する。 務企画課において処理する。
（後 略）

ＦＤ研究検討委員会規程
（平成１８年１２月５日総長裁定）

（前 略）
第３条 委員会は、次の各号に掲げる委員で 第３条 委員会は、次の各号に掲げる委員で

組織する。 組織する。
( ) 教育・学生担当の理事 ( ) 教育・学生担当の理事1 1
( ) 研究科、地球環境学堂、公共政策連携 ( ) 研究科、地球環境学堂、公共政策連携2 2

研究部及び経営管理研究部の教授又は助 研究部及び経営管理研究部の教授又は准
教授 各１名 教授 各１名

( ) 学生部長 ( ) 教育推進部長3 3
( ) その他総長が必要と認める者若干名 ( ) その他総長が必要と認める者若干名4 4

（同 左）
２ ２

（略）
３ ３

（中 略）
第８条 委員会に関する事務は、学生部教務 第８条 委員会に関する事務は、教育推進部

課において処理する。 教務企画課において処理する。
（後 略）

京都大学埋蔵文化財研究センター要項
（昭和５２年７月５日総長裁定）

（前 略）
、 、 、 、 、 、第４条 センターに 必要に応じて 助教授 第４条 センターに 必要に応じて 准教授

助手その他の職員を置く。 助教その他の職員を置く。

（略） （同 左）第５条 第５条
第６条 第６条
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２ 運営協議会は、次の各号に掲げる委員で ２

組織する。

（同 左）( ) センター長 ( )1 1
( ) センターの研究部の主任 ( )2 2
( ) 前２号以外の学内の学識経験者のうち ( )3 3

から総長の委嘱した者 若干名
( ) 施設・環境部長 ( ) 施設環境部長4 4

（略） （同 左）３ ３
４ ４

（後 略）

京都大学アフリカ地域研究資料センタ
ー要項

（平成８年２月２０日総長裁定）
（前 略）

第５ センターに、センターの運営に関し、 第５

（略）連絡調整するため、連絡会議を置く。
２ 連絡会議は、次の各号に掲げる者で構成 ２

する。
( ) センター長 ( ) センター長1 1
( ) 教授及び助教授の所員 ( ) 教授及び准教授の所員2 2
( ) 前２号以外の京都大学の教授又は助教 ( ) 前２号以外の京都大学の教授又は准教3 3

授のうちからセンター長の委嘱した者 授のうちからセンター長の委嘱した者
若干名 若干名

（後 略）

京都大学身体障害学生相談室要項
（昭和５５年１０月１日総長裁定）

（前 略）
第６ 委員会は、次の各号に掲げる委員で組 第６ （同 左）

織する。
( ) 室長 ( ) 室長1 1
( ) 研究科、地球環境学堂、公共政策連携 ( ) 研究科、地球環境学堂、公共政策連携2 2

研究部及び経営管理研究部の教授又は助 研究部及び経営管理研究部の教授又は准
教授 各１名 教授 各１名

( ) その他総長が必要と認める教授又は助 ( ) その他総長が必要と認める教授又は准3 3
教授 若干名 教授 若干名

（略） （同 左）
２ ２
３ ３

（中 略）
附 則 附 則

１ この要項は、昭和５５年１０月１日から １

（同 左）
実施する。

２ ２
（略）

３ ３
４ 相談室の庶務は、当分の間、学生部教務 ４ 相談室の庶務は、当分の間、教育推進部

課において処理する。 教務企画課において処理する。
（後 略）
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京都大学教室系技術職員に係る組織要
項

（平成３年１月２２日総長裁定）
（前 略）
（総合技術部に関する事務） （総合技術部に関する事務）

第８ 総合技術部に関する事務は、人事部に 第８ 総合技術部に関する事務は、総務部に
おいて処理する。 おいて処理する。
（後 略）

京都大学男女共同参画推進事務室要項
（平成１７年１０月３日総長裁定）

（前 略）
第３ 事務室に室長、室長補佐及び室員を置 第３

（同 左）
く。

２ ２
（略）

３ ３
４ 室長補佐は、総務部総務課長及び人事部 ４ 室長補佐は、総務部総務課長及び職員課

職員課長をもって充てる。 長をもって充てる。
５ （略） ５ （同 左）
６ 室員は、総務部及び人事部の職員のうち ６ 室員は、総務部の職員のうちから室長が

から室長が指名する者をもって充てる。 指名する者をもって充てる。
７ （略） ７ （同 左）

（後 略）

国立大学法人京都大学内部監査規程
（平成１７年６月１４日総長裁定）

（前 略）
第３条 監査は、監査室が実施する。 第３条 監査は、監査室が実施する。
２ 監査は、原則として、実地監査により行 ２ 監査は、原則として、実地監査により行

う。ただし、状況によっては、監査を受け う。ただし、状況によっては、監査を受け
る部局等（各研究科、各附置研究所、附属 る部局等（各研究科、各附置研究所、附属
図書館 医学部附属病院及び各センター 国 図書館 医学部附属病院及び各センター 国、 （ 、 （
立大学法人京都大学の組織に関する規程 平 立大学法人京都大学の組織に関する規程 平（ （
成１６年達示第１号。以下この項において 成１６年達示第１号。以下この項において
「組織規程」という ）第３章第７節から 「組織規程」という ）第３章第７節から。 。
第１１節に定める施設等をいう ）並びに 第１１節に定める施設等をいう ）並びに。 。
本部の事務組織（組織規程第５２条第１項 本部の事務組織（組織規程第５２条第１項
に定めるものをいう ）の各室、各部及び に定めるものをいう ）の各室、各部及び。 。
各センター、宇治地区事務部並びに三研究 各センター、宇治地区事務部並びに三研究
科共通事務部並びに医療技術短期大学部を 科共通事務部をいう。以下「監査の対象部
いう。以下「監査の対象部局」という ） 局」という ）から書類等を取り寄せ、書。 。
から書類等を取り寄せ、書面審査により行 面審査により行うことができる。
うことができる。
（中 略）
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（監査の通知） （監査の通知）

第１３条 監査室長は、監査を実施するに当 第１３条 監査室長は、監査を実施するに当
たり あらかじめ監査の対象部局等の長 医 たり、あらかじめ監査の対象部局等の長に、 （
療技術短期大学部にあっては、部長。第１ 文書により通知する。ただし、緊急又は特
６条において同じ ）に文書により通知す に必要と認められる場合は、口頭をもって。
る。ただし、緊急又は特に必要と認められ 通知することができる。
る場合は、口頭をもって通知することがで
きる。
（後 略）

京都大学公印規程
（平成１７年６月９日総長裁定）

（前 略）
（公印の作成等） （公印の作成等）

第３条 公印の作成、改刻又は廃止は、次条 第３条
から第６条までの規定により、次に掲げる
公印の区分に応じ 当該各号に掲げる者 以 （同 左）、 （
下「公印制定者」という ）が行うものと。
する。
( ) 国立大学法人京都大学及び京都大学の ( ) 国立大学法人京都大学及び京都大学の1 1

印、総長、学長、理事及び監事の印並び 印、総長、学長、理事及び監事の印 総
に医療技術短期大学部学長の印 総務部 務部総務課長
総務課長

( ) ( )2 2

（略） （同 左）
( ) ( )3 3
( ) ( )4 4

２ ２
（中 略）

別表 別表
種類 寸法 種類 寸法

（略） （略）

本部の事務組織の室長、課長、セン ２０ 本部の事務組織の室長、課長、セン ２０
ター長の印 ター長の印
部局事務部の事務長、課長、室長の 部局事務部の事務長、課長、室長の
印 印
医療技術短期大学部の印 ３０
医療技術短期大学部学長の印 ３０
医療技術短期大学部部長の印 ３０
（後 略）

京都大学事務委任等規程
（昭和４５年１０月３１日総長裁定）

（前 略）
第１１条 医療技術短期大学部（以下この条 第１１条 削除

において「短期大学部」という ）に係る。
第３条及び第４条第１項の委任並びに第４
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条第２項の専決については、短期大学部並
びに短期大学部部長及び短期大学部事務長
をそれぞれ部局並びに部局の長及び部局の
事務長とみなして、第３条、第４条第２項
第７号、第１０号及び第１１号の規定を適
用する。
（後 略）

京都大学招へい外国人学者等受入要項
（昭和５２年３月２２日総長裁定）

１ （略） １
２ 外国人研究者で次の各号に該当するもの ２

は、京都大学招へい外国人学者（以下「招
へい外国人学者」という ）として受け入 （同 左）。
れるものとする。
( ) ( )1 1

（略）
( ) ( )2 2
( ) 本学の教授、助教授又は講師と同等以 ( ) 本学の教授、准教授又は講師と同等以3 3

上の資格があると認められる者であるこ 上の資格があると認められる者であるこ
と。 と。

（中 略）
６ 次の各号に掲げる者で本学の申請又は推 ６ 次の各号に掲げる者で本学の申請又は推

薦によるものは、招へい外国人学者として 薦によるものは、招へい外国人学者として
受け入れる場合を除くほか、京都大学外国 受け入れる場合を除くほか、京都大学外国
人共同研究者（以下「外国人共同研究者」 人共同研究者（以下「外国人共同研究者」
という ）として受け入れるものとする。 という ）として受け入れるものとする。。 。
( ) 日本学術振興会の国際交流事業により ( ) 独立行政法人日本学術振興会の国際交1 1

招へいされる外国人研究者 流事業により招へいされる外国人研究者
( ) 日本国際教育協会の帰国外国人留学生 ( ) 独立行政法人日本学生支援機構の帰国2 2

短期研究制度により招へいされる外国人 外国人留学生短期研究制度により招へい
研究者 される外国人研究者

( ) 京都大学教育研究振興財団の国際交流 ( ) 財団法人京都大学教育研究振興財団の3 3
の促進に対する助成事業により招へいさ 国際交流の促進に対する助成事業により
れる外国人研究者 招へいされる外国人研究者

( ) 科学研究費補助金により招へいされる ( ) 科学研究費補助金により招へいされる4 4
外国人研究者 外国人研究者

２ （略） ２ （同 左）
（後 略）

京都大学スペース・コラボレーション
・システム事業実施要項

（平成７年１２月１２日総長裁定）
（前 略）

第６ 委員会は、次の各号に掲げる委員で組 第６ （同 左）
織する。
( ) 研究科の教授又は助教授 各１名 ( ) 研究科の教授又は准教授 各１名1 1
( ) 宇治地区の部局の教授又は助教授 １ ( ) 宇治地区の部局の教授又は准教授 １2 2

名 名



改 正 前 改 正 後
( ) 原子炉実験所の教授又は助教授 １名 ( ) 原子炉実験所の教授又は准教授 １名3 3
( ) 霊長類研究所の教授又は助教授 １名 ( ) 霊長類研究所の教授又は准教授 １名4 4
( ) その他総長が必要と認める者 若干名 ( ) その他総長が必要と認める者 若干名5 5

（同 左）２ ２（略）
３ ３

（中 略）
第１０ 委員会に関する事務は、学生部教務 第１０ 委員会に関する事務は、教育推進部

課において処理する。 教務企画課において処理する。
（後 略）

京都大学構内交通規制要項
（平成３年１０月１日総長裁定）

第１ （略） 第１ （略）
（入構の許可） （入構の許可）

第２ 自動車を運転して入構しようとする者 第２ 自動車を運転して入構しようとする者
は、当該構内に所在する関係部局の長（医 は、当該構内に所在する関係部局の長の定
療技術短期大学部にあっては、部長。以下 めるところに従い、その許可を受けなけれ
同じ ）の定めるところに従い、その許可 ばならない。。
を受けなければならない。
（後 略）

附 則
この規程は、平成１９年４月１日から施行

する。


